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諸報告 

１．諸般の報告 

（１）ＡＬＰＳ処理水の海洋放出に伴う漁業者への対応について 

○ ８月 21 日の岸田総理と坂本全国漁業協同組合連合会長との面談を経て、政府は

８月 22 日の関係閣僚会議において、漁業関係者の一定の理解が得られたとして、

ＡＬＰＳ処理水の海洋放出を決定し、24 日から放出が開始された。 

○ 知事はＡＬＰＳ処理水の海洋放出の決定を受けて、風評被害などの対策をしっ

かり取るよう国に求めたところ。 

○ 本県において、８月 23 日に風評と思われる事例が確認されたことから、８月 24

日に、直ちに経済産業省、水産庁に状況を報告するとともに、風評抑制に向けた

取組の強化を要請したところ。 

○ 国からは、買い控えを行った業者に対して、通常どおり取り扱うよう要請する

旨の回答があった。その後、差別的な取扱いは解消されており、現在、本県漁業

に関し、新たな風評は生じていない。 

○ 県としては、風評に関する情報は茨城沿海地区漁業協同組合連合会から速やか

に連絡を受け、直ちに国へ報告ができる体制を整えており、風評被害については、

国や東京電力に対し、迅速かつ適切な賠償をするよう求めていく。 

○ また、国が行う本県産水産物のトリチウム検査の結果について、県のホームペ

ージなどで周知していくことにより、県民の皆様に正しい情報を発信していく。 

 

（参考）国が行う水産業支援に関する予算の概要 

事業費 予算 目的 

207 億円 Ｒ５年度予備費 禁輸措置の影響を乗り越えるための緊急水産業支援 

300 億円 

（基金） 

Ｒ３年度補正 風評が生じた時の需要対策 

500 億円 

（基金） 

Ｒ４年度補正 風評の影響を乗り越えるための漁業者支援 
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諸報告 

（２）肥料・飼料等の価格高騰対策支援事業の取組状況について 

○ 依然として厳しい状況が続いている、肥料・飼料・電気料金等の価格高騰に対

して、本年度も激変緩和のための「緊急対策」を講じるとともに、飼料の国産化

や省エネルギー化への取組など、強い農業への「構造転換」を推進。 

○ 肥料については、令和５年春肥分に対して、肥料コスト上昇分の７割を支援す

る国の「肥料価格高騰対策事業（Ｒ４年度）」とともに、国の事業に参加した認

定農業者等に対して、１割を上乗せ支援する県の「肥料価格高騰緊急支援事業（Ｒ

５．１月補正）」により支援する。さらに、令和５年秋肥分については、化学肥

料の２割削減に取り組む農業者を対象に、肥料価格上昇分の１／３を支援する県

独自の「化学肥料削減緊急支援事業」を本定例会に提案したところ。 

○ また、飼料については、輸入乾牧草の価格高騰による１頭当たりのコスト上昇

分の一部を支援する「乾牧草価格高騰激変緩和対策事業（Ｒ５.６月補正）」にお

いて、事業実施主体である畜産関係団体を通じて、畜産農家への交付の手続きを

行っているところ。 

○ さらに、日本一の生産量を誇る干しいもの製造工程で生じる皮など廃棄してし

まう未利用資源を加工し、飼料・餌料のリサイクル資源として有効活用するモデ

ル的な取組を関係部局とともに進めていく。 

○ 加えて、農業水利施設の電気料金については、維持管理費に占める電気料金の

割合が大きい施設のうち、エネルギー使用量の２割削減に取り組む施設管理者に

対し、支援金を交付する「国補公共事業（土地改良事業）」についても本定例会

に提案したところ。 

○ 今後も、社会情勢や国の経済対策を注視しながら、農業者の支援を進め、価格

高騰の影響を受けにくい、より強い農業への構造転換を強力に推進していく。 
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諸報告 

（３）新ブランド「常陸牛 煌」の販売開始について 

〇 美味しさに着目した全国初の基準で厳選した新ブランド「常陸牛 煌（きらめ

き）」の発表会を８月２９日に開催。 

  ・会 場 八芳園（東京都港区白金台） 

  ・内 容 「常陸牛 煌」のネーミングの発表 

        誕生の経緯や魅力の紹介、試食  など 

〇 ９月から販売を開始し、県内外の有名料理店でメニューフェアを開催。 

〇 今後は、県内や首都圏の飲食店を対象に販路開拓を進めるとともに、「常陸牛 

煌」の生産拡大に取り組むことにより、「常陸牛」全体の品質とブランド力向上

を図る。 
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２．新ブランド常陸牛の認定基準
茨城県中央食肉公社において、常陸牛に刻印されたもののうち、下記
（１）～（５）の基準を全て満たした常陸牛を新ブランドとして認定する。

（１）茨城生まれ茨城育ち
子牛生産から肥育まで県内生産者が一体となり
取り組むオール茨城のブランドイメージを確保

（２）月齢：30カ月齢以上
肥育期間を十分確保することでオレイン酸や
小ザシを高め、しっかり仕上がった牛肉を供給

（３）歩留等級：Ａ等級のみ
実需者から高く評価される枝肉を認定

（４）オレイン酸比率：５５％以上
専用測定機による計測データに基づき、一定品質が確保されたものを認定

（５）小ザシ指数：１１０以上【ブランド基準化は全国初】
専用測定機による計測データに基づき、一定品質が確保されたものを認定

新ブランド「常陸牛 煌（きらめき）」

１．考え方（コンセプト）
和牛は、肥育技術の向上と改良が進み、全国的に霜降り度合いが高くなった
ことに加え、健康志向など消費者ニーズが多様化し、従来の手法による差別化は
困難な時代。
このため、風味や口溶けの良さに関与する「オレイン酸」や口当たりの良さに
関与する「小ザシ」などに基づく、おいしさに着目した全国初の基準で厳選した
「新ブランド常陸牛」を打ち出すことで、常陸牛のトップブランド化と知名度
向上、国内外への更なる販路拡大を目指す。

３．ブランド名
「常陸牛 煌（きらめき）」
おいしさを追求した常陸牛の「小ザシ」は、ダイヤが輝く
ような美しさ。ダイヤのように希少で高貴な新ブランドとして、
和牛界で燦然と煌くトップブランドをイメージ。

４．販売ターゲット
おいしさや希少性などブランド価値を十分に引き出し、提供していただける
高級飲食店を主体に、小売は高級百貨店のギフト・外商等を想定。

県内生まれ

小ザシ

月齢歩留

オレイン酸

常陸牛

煌
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諸報告 

（４）県産イセエビのブランド化 

〇 漁業収益の向上を図るため、近年、漁獲量が増加している本県産イセエビのブ

ランド化に向けて、県では、県内の漁業者、加工業者、流通業者、飲食店等で構

成される「県産イセエビ消費拡大検討会」を立ち上げ、流通経路の整備やブラン

ド基準等の設定を行ってきた。 

〇 ６月 30 日に検討会による知事表敬訪問を実施し、ロゴマークおよびブランド

名称「常陸乃国いせ海老」を決定・発表したところ、全国放送で取り上げられる

など、多くの反響を頂いた。 

〇 ７月８日から９月 30 日まで、茨城・東京・栃木の高級飲食店などにおいて、和

洋中様々なイセエビ料理が楽しめる「常陸乃国いせ海老フェア」を開催しており、

県内外の料理人・消費者へのＰＲを通して、認知度向上や販路拡大を図っていく。 
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諸報告 

（５）担い手への農地の集積・集約化に向けた取組状況 

ア 担い手への農地の集積状況 

○ 本県における担い手への農地の集積面積は、平成 25 年度末の 40,803ha（集積

率 23.6％・全国 32 位）から、９年間で 23,261ha 増加（全国２位）し、令和４年

度末には 64,064ha（集積率 39.9%・全国 26 位）となった。 

表 担い手への農地集積面積及び集積率 

区分 平成 25 年度末 令和４年度末 
平成 26 年度以降 

増加面積 

茨城県 
40,803ha ※１ 

（23.6%）※２ 

64,064ha 

（39.9%） 
23,261ha 

全国平均 
46,984ha 

（48.7%） 

54,759ha 

（59.5%） 
7,775ha 

※１：担い手への農地集積面積 ※２：集積率 

イ 経営体の規模拡大に係る取組状況 

○ 農地集約型大規模水田経営体育成加速化事業（令和４年度～） 

・ 集約化に重点を置き水田農業の所得向上モデルの育成に取り組んでおり、令

和４年度に採択した３地区（水戸市内原地区、龍ケ崎市東部地区、常総市三妻地

区）で、担い手への農地集積、担い手間の農地交換などの取組を推進。 

〈事業概要〉農地中間管理機機構を活用した農地貸付に協力する地権者や農地交換に協力す

る耕作者への協力金の交付、ＩＣＴ等先端技術の導入を支援し、３年間で 100ha

規模の水田経営体を育成。 

○ リーディングアグリプレーヤー育成・確保事業（令和３年度～） 

 ・ 畑地において、農地の集積等により、販売金額１億円超の経営モデルの育成

に取り組んでおり、令和５年度から有機農業の実施を要件化し、２地区（常陸

太田市東連地地区、笠間市旧岩間町地区）を選定。 

  ※ 令和４年度までに常陸大宮市三美地区など７地区を採択し、農地の集積や営農に

関する技術支援などの取組を実施中。 

 

〈事業概要〉農地中間管理機構を活用した農地貸付に協力する地権者への協力金の交付、簡

易な基盤整備を支援し、販売金額１億円を超える経営体を育成。 
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諸報告 

（６）令和５年本県産米の状況 

○ 農林水産省が公表した８月 15 日現在の全国の作柄概況では、「やや良」が５道

県、「平年並み」が 34 府県、「やや不良」が７県の見込みとなっており、本県は

「平年並み」の見込み。 

○ 令和５年産の主食用米の作付面積は、飼料用米や輸出用米を中心に主食用米か

らの作付転換を推進した結果、前年度から 126 ヘクタール減少し 58,174 ヘクタ

ールとなり、生産数量目標に相当する数値（面積換算 59,688 ヘクタール）を達成

する見込み。 

○ 令和５年産米の概算金では、茨城県産「コシヒカリ」は、12,200 円／60ｋｇ程

度となり、令和４年産米と比較し、1,700 円／60ｋｇ上昇する見込み。 

 

表１ 水稲の用途別作付面積（農林水産部調べ）          （単位：ha） 

年産 

新規需要米 

加工用米 備蓄米 主食用米 
合計 飼料用米 

新市場 

開拓用米 

(輸出用米) 

その他 

(WCS 等) 

Ｒ４年産 15,499 14,375 452 672 987 207 58,300 

Ｒ５年産 15,391 13,907 759 725 948 237 58,174 

差(R5-R4) ▲108 ▲468 307 53 ▲39 30 ▲126 

※ 四捨五入の関係で合計値と内訳の計が一致しない場合がある。 
※ 令和５年度は６月末時点の予定面積 

 
表２ 茨城県産「コシヒカリ」の概算金の推移  （JA 米、１等、円／60ｋｇ） 

年産 Ｒ元年産 Ｒ２年産 Ｒ３年産 Ｒ４年産 Ｒ５年産 

概算金 13,000 12,000 9,700 10,500 12,200 

※ 概算金は JA 概算金から JA 手数料等（500 円程度）を差し引いた生産者手取り額の推計値。 
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諸報告 

（７）ヤングファーマーズミーティング２０２３の開催結果について 

○ 新進気鋭の農業経営者の戦略を学ぶ講座として、有機農産物の安定供給を実践

する有限会社山口農園代表取締役 山口
やまぐち

貴
たか

義
よし

氏による基調講演と、県内の先進農業

経営者を講師に加えた分科会を開催。農業経営者等１３２名が参加し、受講者か

らは「幅広い内容が聞けて今後の経営のための勉強になった」、「経営者の視点

で学べて大変貴重な機会となった」などの声が聞かれた。 

○ 本講座に参加して経営発展を遂げ、後進を育成する農業者が誕生するなど、「好

循環」が生まれていることから、今後も若手農業者のロールモデルとなる優れた

経営者の育成と情報発信を進めていく。 

 

〈開催概要〉 

・開催日 令和５年８月１日（火） 
・会 場 ザ・ヒロサワシティ会館 小ホールほか 
・参加者 県内の農業経営者など 
・内 容  

区分 講師 テーマ 

基調講演 有限会社山口農園代表取締役 
山口貴義 (奈良県宇陀市) 

～地域とともに～有機農業の可能性を

追求する 
第１分科会 有機農産物の安定供給 

第２分科会 有限会社栗原農園代表取締役 
栗原玄樹（常陸太田市） 

商品に新たな価値を創る！ 
人と自分を活かす環境づくり 

第３分科会 しんあい農園 
澤畑菜々子（ひたちなか市） 人が輝く干しいも経営イノベーション 

第 4 分科会 平塚ライスセンター 
古谷光義（八千代町） ICT を活用したお米の差別化 

 
（参考）当日の様子を紹介した茨城新聞動画ニュース 

 

 

 

 

茨城新聞動画ニュース 
ヤングファーマーズ・ミーティングへのリンク 
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諸報告 

（８）第４６回全国育樹祭の開催 

〇 継続して森を守り育てることの大切さを普及啓発するため、11 月 11 日（土）・

12 日（日）に開催。    

 〈全国育樹祭各行事の概要〉 

行事 場所 内容 

お手入れ行事 

（11日） 

茨城県水郷 

県民の森 

(潮来市) 

第５６回全国植樹祭（2005 年）において、上皇上皇后

両陛下がお手植えされた樹木についての、皇族殿下によ

る枝打ち・施肥等のお手入れ 

式典行事 

（12日） 

アダストリア 

みとアリーナ 

(水戸市) 

①プロローグ、②式典（皇族殿下のおことば・表彰、メ

インテーマアトラクションなど）、③エピローグ 

（メインテーマアトラクション） 

本県出身俳優の羽田美智子さんを司会に迎え、林業の現

場で働く女性などをゲストに招き、スタジオトーク形式

で林業の最前線を生の声で紹介するアトラクションを行

うなど、未来に向けた新しい林業の姿をＰＲ 

    式典行事の主な出演者：毛利 衛(宇宙飛行士)、渡部 豪太(俳優)(映像のみ) 

石井 竜也(アーティスト) 

 

〈併催・記念行事の概要〉 

行事 場所 内容 

育林交流集会 

（11日） 

大子町文化福祉

会館「まいん」 

県内における先進技術を活用した森林管理や木材利用の

事例発表 

全国緑の少年団

活動発表大会 

（11日） 

茨城県鹿行生涯

学習センター 

 (行方市) 

大子町の生瀬緑の少年団ほか、全国から選出された５つ

の少年団が、各地域の特色ある日頃の活動について発表 

森林・林業・環境

機械展示実演会 

（12・13 日） 

笠松運動公園 

(ひたちなか市

ほか) 

林業機械等メーカー約 80社による最新の高性能林業機

械の展示・実演など 

 

 

-10- 

-10- 



主要事業等の概要（案） 

 
農林水産部 農業政策課 

事業名又は議案の 

名 称 

 
化学肥料削減緊急支援事業（肥料価格高騰緩和対策）【新規】 

 
１ 予 算 額 

３５８，４７０千円 

２ 現況・課題 昨今の不安定な国際情勢の変化により、肥料価格は依然として

高止まりしており、農業経営に大きな影響を与えていることか

ら、価格高騰への緩和対策が必要である。 

３ 必要性・ねらい 化学肥料使用量の２割削減に取り組む農業者に対し、肥料の価

格高騰分の一定割合を補填し、価格高騰の農業経営への影響を緩

和するとともに、肥料削減への取組定着を図る。 

４ 事業の内容 

 （事業フロー、 

年次別・全体計

画等） 

１ 支援対象者 
化学肥料使用量の２割削減に取り組む農業者 
 

２ 補填割合 
   価格高騰分※の１/３以内 

   （ただし、対象者のうち認定農業者は２/３以内） 
  
３ 対象肥料：2023 年秋肥（2023 年６月～10 月注文・購入分） 
 

５ 参考事項 

 （過去の実績、 

他県の状況、 

関連データ等） 

新型コロナウイルス感染症地方創生臨時交付金を活用 
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肥料価格の高騰が続く中、化学肥料の削減に取り組む農業者に対し、価格高騰分の一定
割合を補填することで、肥料削減に向けた取組を支援します。

化学肥料削減緊急支援事業（新規）

令和５年度 ９月補正予算案

【Ｒ5.9月補正予算額 358百万円】 農林水産部農業政策課戦略推進Ｇ（029-301-3828）

１ 支援内容：化学肥料使用量の削減に取り組む農業者に対し、肥料の価格高騰分の一定割合を補填し、

農業経営の負担軽減と肥料削減の取組定着を支援

２ 対象者 ：化学肥料使用量の２割削減に取り組む農業者

３ 補填割合：価格高騰分の１/３以内（ただし、対象者のうち認定農業者は２/３以内）

４ 対象肥料： 2023年秋肥（2023年６月～10月注文・購入分）

５ 対象経費： 2023年秋肥購入額のうち価格上昇分（2021年比：1.3倍）

※使用量低減率（0.9）を加味

あき ひ

事業概要
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主要事業等の概要（案） 

 
農林水産部 産地振興課 

事業名又は議案の 

名 称 

 
 メロン産地新市場開拓チャレンジ事業費【新規】 

１ 予 算 額  
２２，９３０千円 

２ 現況・課題 本県は全国一のメロン生産量を誇り、近年、メロン農家所得や

市場での平均単価は上昇傾向となっているものの、作付面積は、

過去 10 年で 2 割ほど減少している。 

３ 必要性・ねらい メロン産地の発展に向けては、贈答用需要への対応により、収

益性の向上及びブランド力の強化を図ることや、輸出により海外

市場を開拓し、既存の流通経路への供給量を調整することで、戦

略的に市場価格を上昇させる取組を産地と共に実施する必要が

ある。 
４ 事業の内容 

 （事業フロー、 

年次別・全体計

画等） 

日本一のメロン生産県の地位を確固たるものとするため、贈答

用需要が高まる年末の出荷に新たにチャレンジするとともに、輸

出による「儲かる農業」の推進に向け、海外マーケットに対応し

た残留農薬基準のクリアや流通販売時のロス率低減のための取

組を産地と共に実施する。 
 

１ ブランド力強化に向けた生産流通対策 
・お歳暮需要への対応に向けた 12 月出荷メロンの生産技術 
実証及びパッケージ開発 

・春メロンの付加価値を高める生産技術開発に向けた施設等 
整備 

２ 輸出拡大に向けた安定生産対策 
・輸出先国（米国等）が求める残留農薬基準等に対応する 
生産技術の実証 

・品質の安定化によるロス率低減に向けた生産施設の整備 

５ 参考事項 

 （過去の実績、 

他県の状況、 

関連データ等） 

新型コロナウイルス感染症地方創生臨時交付金を活用 

 
（参考）茨城県産メロンの産出額(販売額)・作付面積の推移 

 
 

 

 

 

  出典：農林水産省、茨城県 

 

 H30 R1 R2 R3 

メロン産出額(億円) 130 123 112 130 

メロン面積(ha) 1,310 1,250 1,210 1,210 

うちｲﾊﾞﾗｷﾝｸﾞ面積(ha) 27 33 39 44 
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【事業内容】

１ ブランド力強化に向けた生産・流通対策【10百万円】

〇 お歳暮需要への対応に向けた12月出荷メロンの生産技術実証

及びパッケージ開発

〇 春メロンの付加価値を高める生産技術開発に向けた施設等整備

（補助率1/2）〈補助対象：農業用施設（ハウス）、非破壊糖度計〉

２ 輸出拡大に向けた安定生産対策【13百万円】

〇 輸出先国（米国等）が求める残留農薬基準等に対応する

生産技術の実証

〇 品質の安定化によるロス率低減に向けた生産施設の整備

（補助率1/2）〈補助対象：農業用施設（ハウス）〉

令和５年度 ９月補正予算案

【Ｒ5.9月補正予算額 23百万円】 農林水産部産地振興課施設野菜・果樹花きＧ（029-301-3954）

「日本一のメロン県」の地位を確固たるものとするため、贈答用需要が高まる年末の出

荷に新たにチャレンジするとともに、海外マーケットに対応した残留農薬基準を満たす商
品づくりなどの取組を支援します。

メロン産地新市場開拓チャレンジ事業（新規）
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主要事業等の概要（案） 

 
農林水産部 農業経営課 

事業名又は議案の 

名 称 

 
 法人参入型農業団地形成モデル事業【新規】 

１ 予 算 額 
３，７００千円 

２ 現況・課題 
農業参入を希望する企業等の相談件数は年々増加しており、そ

れら企業等を新たな担い手として捉え、参入を推進して行くため

には、市町村の全面的な協力と地権者の合意形成をいかにスピー

ディーかつ円滑に進めるかが課題である。 

３ 必要性・ねらい 
企業等の本県農業への参入を推進し、農業団地の形成を図るこ

とで、水田農業の高収益化や耕作放棄地の再利用を進める。 
予め、農業団地形成に適したエリアについて、地権者の意向等

を調査しておくことで、参入しやすい環境を整備する。 

４ 事業の内容 

 （事業フロー、 

年次別・全体計

画等） 

１ 事業内容 

農業団地形成に適したエリアの選定と調査を行う。 

加えて、地権者の合意形成をスムーズに進めるための地

権者協議会を設置する。  
２ 事業対象者 市町村  
３ 想定地域  概ね 10ha 程度の農地。 

担い手の不足する地域や、交通利便性が高く基

盤整備による農業生産性の向上が図られた水

田地域など。  
４ 補助率   １０／１０ （１市町村当たり 1,850 千円）  
５ 対象経費 

・農地調査を行う人件費 

地権者や耕作者の状況把握 

地権者の意向確認、地権者協議会設立の調整 

・ボーリング等地質調査費 

    土壌調査等 

 

 

５ 参考事項 

 （過去の実績、 

他県の状況、 

関連データ等） 

 

 

 

（参考）企業参入の状況 

 H30 R1 R2 R3 R4 計 

相談件数 47 社 54 社 76 社 117 社 117 社 411 社 

参入企業数 3 社 2 社 10 社 30 社 30 社 75 社 
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企業等を新たな担い手として捉え、本県農業への参入を推進し、農業団地の形成を図る
ために、市町村と連携して農業団地形成の候補となるエリアの選定と調査を行います。

法人参入型農業団地形成モデル事業（新規）

令和５年度 ９月補正予算案

【Ｒ5.9月補正予算額 4百万円】 農林水産部農業経営課就農・農業参入支援室（029-301-3844）

【事業内容】

１ 補助対象者

農業団地形成に意欲のある市町村

２ 補助率 10/10

３ 対象経費（1,850千円以内/市町村)

・人件費

○地権者や耕作者の状況把握

〇地権者の意向確認、地権者協議会設立の調整

・ボーリング調査費

○土質調査等

耕作放棄地
水田

【取組内容】

・農業団地形成に適したエリアの選定と調査を行う市町村に対し、調査にかかる経費を助成

・加えて、地権者の合意形成をスムーズに進めるための地権者協議会の設置を支援

・集積・集約
・企業等の参入

施設園芸
果樹園
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主要事業等の概要（案） 

 
農林水産部 林業課 

事業名又は議案の 

名 称 

 
 県単公共事業（治山事業） 

１ 予 算 額  
６，４００千円 

２ 現況・課題  令和５年梅雨前線豪雨等による災害により、水源涵養等の機能

を持つ森林において、山腹崩壊が発生しているため、早期復旧が

求められている。 

３ 必要性・ねらい  山腹崩壊地の復旧整備を図るため、山腹工を実施し、県民の生

命・財産を守るとともに災害に強い森林づくりを推進する。 

４ 事業の内容 

 （事業フロー、 

年次別・全体計

画等） 

１ 事業内容 
事業箇所 工事内容 

鉾田市安房 

 山腹崩壊が発生した箇所について、被害

拡大を防止するため、土留工等の山腹工を

実施 

 
２ 事業主体：県 
 
３ 事業期間：令和５年１０月～令和６年３月 

５ 参考事項 

 （過去の実績、 

他県の状況、 

関連データ等） 

（参考）令和５年度 県単治山事業 

 
 

当 初 今回補正（増分） 
箇所数 予算額 箇所数 予算額 

19 105,642 千円 1 6,400 千円 
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主要事業等の概要（案） 

 
農林水産部 水産振興課 

事業名又は議案の 

名 称 

 
 干しいも残渣養殖餌料化検証事業【新規】 

１ 予 算 額  
８，９７５千円 

２ 現況・課題  干しいも残渣の活用は、フードロスの削減対策の観点から喫緊

の課題であり、食品や飼料等で活用する取組が進められている。 

一方、魚類養殖業においては干しいも残渣を餌料に活用するこ

とで、餌料コストの削減や地域ブランド化が期待されるが、干し

いも残渣が魚体の成長や食味に及ぼす影響が不明である。 

３ 必要性・ねらい  干しいもの製造工程で発生する残渣の有効活用を図るため、養

殖業のコスト削減と養殖魚の地域ブランド化の観点から養殖用

餌料での干しいも残渣の利用可能性を検証する。 

４ 事業の内容 

 （事業フロー、 

年次別・全体計

画等） 

 干しいも残渣を含む養殖用餌料を試験的に給餌し、魚体の成長

や、食味への影響を検証する。 
 
１ 養殖魚への給餌有効性検証 

・干しいも残渣の粉体を混ぜ込んだ養殖用餌料を試作 
・養殖魚（マサバ、ウニ、アワビ）に給餌試験を行うことで、

増体重など魚体の成長への影響を検証 
 
２ 干しいも含有餌料や養殖魚の成分検証 

・試作した養殖用餌料や養殖魚の成分分析を実施 
・養殖魚のうま味等、食味への影響を検証 

５ 参考事項 

 （過去の実績、 

他県の状況、 

関連データ等） 

新型コロナウイルス感染症地方創生臨時交付金を活用。 
 

（参考）給餌養殖（会社経営体）に係る支出内訳 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（平成 29 年水産白書を基に作成） 
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干しいもの製造工程で発生する残渣の有効活用を図るため、養殖業のコスト削減と養殖

魚の地域ブランド化の観点から養殖用餌料での干しいも残渣の利用可能性を検証します。

干しいも残渣養殖餌料化検証事業（新規）

令和５年度 ９月補正予算案

【Ｒ5.9月補正予算額 9百万円】 農林水産部水産振興課栽培・施設Ｇ（029-301-4117）

【事業内容】
１ 養殖魚への給餌有効性検証【8百万円】
・干しいも残渣粉体を混ぜ込んだ養殖用餌料を試作
・養殖魚（マサバ、ウニ、アワビ）への給餌試験を行い、増体重など成長への影響を検証

２ 干しいも含有餌料や養殖魚の成分検証【1百万円】
・試作した養殖用餌料や養殖試験魚の成分分析を行い、うま味成分等への影響を検証

給餌餌料化

干しいも残渣 干しいも含有餌料

給餌

通常の養殖用餌料干しいも残渣の含有率
を変えて、複数の養殖
用餌料を試作・給餌

養殖魚

養殖魚

成長や成分への
影響等を検証

検証スキーム

じりょう
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主要事業等の概要（案） 

 
農林水産部 農地局農村計画課 

事業名又は議案の 

名 称 

 
 国補災害復旧事業（土地改良） 
 

１ 予 算 額  
２５０，０００ 千円 

２ 現況・課題  「令和５年梅雨前線豪雨等」災害により、農地及び土地改良施

設が被害を受けたため、早期復旧が求められている。 

３ 必要性・ねらい 災害復旧事業により、被災した農地及び土地改良施設を復旧

し、施設の原状回復を図る。 

４ 事業の内容 

 （事業計画） 

１ 被災状況 
項  目 箇 所 数 内  容 
農  地 水戸市大場町外 

    28 箇所 
土砂が流入した

農地の復旧 
土地改良 
施  設 

鉾田市鹿田外 
    38 箇所 

排水路の法面洗

堀等 
合  計 68 箇所  

 
２ 事業主体：市町村等 

 
３ 事業期間：災害査定終了後～令和６年３月予定 

※緊急に対応すべき用排水機場等に関しては、災害査定 
の前に着工できる応急工事を行うよう市町村等を指導。 

５ 参考事項 

 （過去の実績） 

（参考）過去の災害復旧事業 
   H22、H23（東日本大震災）、 

H24、H25、H26 
   H27（関東・東北豪雨）、H28、 

R 元（令和元年東日本台風）、 
R2、R3 に実施 
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主要事業等の概要（案） 

 
農林水産部 農地局農地整備課 

事業名又は議案の 

名 称 

 
 国補公共事業（土地改良事業） 
 

１ 予 算 額  
１６５，０００千円 

２ 現況・課題 農業水利施設は維持管理費に占める電力料の割合が大きく、電

力料高騰による影響を受けやすい。昨今の電力料の高騰により、

食料の安定供給のほか、洪水防止等の多面的機能を有する公共、

公益性の高いこれらのインフラ施設の維持が困難となっている。 

３ 必要性・ねらい 農業水利施設の省エネ化を進め、電力料金や諸油脂費等といっ

たエネルギー価格の高騰による影響を受けにくい農業水利システ

ムへの転換を促すとともに、エネルギー価格高騰による影響を緩

和し、農業水利施設の機能の安定的な発揮を図る。 

４ 事業の内容 

 

省エネルギー化推進計画に基づき、エネルギー使用量の２割削

減に向け、農業水利施設の省エネ化及びコスト削減に取り組む施

設管理者に対し、支援金を交付（国１０／１０） 
 
【補助率】定額 
 交付額＝エネルギー価格高騰分×0.7 
 

事業名 事業主体 事業箇所 事業費 
（千円） 

（１）基幹水利施設 
管理事業 

市町村 石岡台地地区 
（小美玉市外６市町） 
外３地区 

43,000 

（２）水利施設管理 
強化事業 

市町村、土

地改良区等 
土浦市外十五ヶ町村土地

改良区地区（土浦市） 
外 58 地区 

122,000 

合計 63 地区 165,000 

５ 参考事項 
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県出資法人 事業実績・事業計画の概要 

 

 

                            所管部局課 農林水産部畜産課 
 

１ 出資法人の概要 

 

① 法人の名称 株式会社茨城県中央食肉公社   

② 所 在 地 茨城県東茨城郡茨城町大字下土師字高山 1975 

③ 設立年月日 昭和 54 年２月７日 

④ 代 表 者 名 代表取締役社長 小野寺 俊 

⑤ 基 本 財 産 － 

⑥ 設 立 根 拠 会社法第 25 条 

⑦ 設 立 目 的 

・経 緯 

昭和 40 年代後半、県北鹿行地域における食肉処理施設（当時 7 ヶ所）

は、規模が小さく、施設も老朽化し、経営上の問題から抜本的な対策が求

められていた。 

そこで、昭和 51 年に「調査委員会」を立ち上げ、小規模な食肉処理施

設を再編し、基幹的な総合食肉流通施設の設置運営を図ることとなった。 

その結果、昭和 54 年 2 月に国、県、関係市町村、農業団体、食肉業界

の出資による第三セクターとして、食肉の流通合理化及び食肉取引の近代

化に寄与することを目的に設立された。 

⑧ 組 織 
(令和４年 ７月 1日現在) 

役職員数 取締役 17人 監査役 3人 常勤職員70人 嘱託・臨時31人 

組織機構 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務企画課 

環境施設課 

営業課 

市場課 

加工販売課 

総務部 

事業改革室 

市場部 

株主総会 

代
表
取
締
役
社
長 

代
表
取
締
役
副
社
長 

専
務
取
締
役 

（取締役会 17 名） 

業務第一課 

業務第二課 

業務部 

監査役 3名 

（監査役会） 
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⑨ 出資状況 

 

 

 

出資者名 金額（千円） 割合（％） 

茨城県 538,320  28.3 

（独）農畜産業振興機構 340,000  17.9 

全国農業協同組合連合会 282,680  14.9 

茨城県北鹿行食肉協同組合 170,170  8.9 

関係畜産団体（８）・農協（17） 189,520  10.0 

関係市町村（21） 379,860 20.0 

   計  50 団体   1,900,550  100.0 
 

⑩ 資 産 状 況 
(令和５年 3月末現在) 

 

 

                      （単位：千円） 

 金   額 摘    要 

流 動 資 産 

固 定 資 産 

1,016,772 

1,088,227 
 

資 産 合 計 2,104,999  

流 動 負 債 

固 定 負 債 

     201,721 

     238,585 
 

負 債 合 計 440,306  

正 味 財 産 1,664,693  
 

 

２ 令和４年度事業実績 
 

①事業内容 

  （１）肉畜のと畜解体 

  （２）食肉市場の開設及び食肉の卸売業務 

  （３）食肉及び副産物等の処理加工販売 

  （４）食肉及び副産物等の冷凍・冷蔵保管 

    （稼働日数 243 日）   

  計画（頭） 当期実績（頭） 
計画比

（％） 

前年比

（％） 

と畜頭数 

豚 320,000  297,454  93.0  98.2 

牛 9,700  10,132  104.4  104.3 

豚換算 358,800  337,980  94.2  98.9 

日 量 1,476  1,390  －   －  

上場頭数 

豚 161,000  156,422  97.2  99.2 

牛 6,200  6,203  100.0  100.6 

豚換算 185,800  181,234  97.5  99.4 

日 量 764  745  －   -  
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 ②収支状況 
                                    (単位：千円) 

 金  額 摘    要 

営 業 収 益 

 

営 業 外 収 益 

6,005,604 

 

28,202 

 

経 常 収 益 計 ① 6,033,806  

営 業 費 用 

営 業 外 費 用 

6,038,822 

2,631 
 

経 常 費 用 計 ② 6,041,453  

経 常 利 益 ③ 

（① －②） 
△7,647  

特 別 収 益 計 ④ 0  

特 別 損 失 計 ⑤ 2,015  

税 引 前 当 期 純 利 益 ⑥ 

（③＋④－⑤） 
△9,662  

法 人 税 等 ⑦ 924  

当 期 純 利 益 ⑧ 

（⑥－⑦） 
△10,586  

前 期 繰 越 損 益 ⑨ △225,271  

当 期 末 未 処 分 損 益 累 計 ⑩ 

（⑧＋⑨） 
△235,857  

  

③補助金等の受入状況                           (単位：千円) 

 金  額 摘    要 

出 資 金 －  

補 助 金 1,279 
県産牛の生産履歴等を web

公開するシステムの運営費

補助 

委 託 金 －  

貸 付 金 －  

損 失 補 償 限 度 額 

年 度 末 残 高 
－  

 

３ 令和５年度事業計画 

①事業内容 

  （１）肉畜のと畜解体 

  （２）食肉市場の開設及び食肉の卸売業務 

  （３）食肉及び副産物等の処理加工販売 

  （４）食肉及び副産物等の冷凍・冷蔵保管 
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（稼働日数 243 日） 

  ５年度計画（頭） 

と畜頭数 

豚 307,000   

牛 9,900   

豚換算 346,600   

日 量 1,426   

上場頭数 

豚 159,000   

牛 6,200   

豚換算 183,800   

日 量 756   

 ②収支計画                                                       (単位：千円) 

 金  額 摘    要 

営 業 収 益 

 

営 業 外 収 益 

5,868,211 

 

26,720 

 

経 常 収 益 計 ① 5,894,931  

営 業 費 用 

営 業 外 費 用 

5,851,243 

2,650 
 

経 常 費 用 計 ② 5,853,893  

経 常 利 益 ③ 

（① －②） 
41,038  

特 別 収 益 計 ④ －  

特 別 損 失 計 ⑤ －  

税 引 前 当 期 純 利 益 ⑥ 

（③＋④－⑤） 
41,038  

法 人 税 等 ⑦ 6,139  

当 期 純 利 益 ⑧ 

（⑥－⑦） 
34,899  

前 期 繰 越 損 益 ⑨ △235,857  

当 期 末 未 処 分 損 益 累 計 ⑩ 

（⑧＋⑨） 
△200,958  

③補助金等の受入予定                           (単位：千円) 

 金  額 摘    要 

出 資 金 －  

補 助 金 1,279 
県産牛の生産履歴等を web

公開するシステムの運営費

補助 

委 託 金 －  

貸 付 金 －  

損 失 補 償 限 度 額 

年 度 末 残 高 
－  
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